
③　支援手法の開発と情報発信
　平成19年度から、発達障害のある人やその
家族、関係者等に対する支援方策をモデル事
業として実施し、有効な支援手法の開発を行
う「発達障害児者支援開発事業」を実施する
とともに、また、国立障害者リハビリテーショ
ンセンターに「発達障害情報・支援センター」
を設置し、発達障害に関して一般の方への啓
発を行うとともに、発達障害者支援に必要な
国内外の情報や最新の研究成果等を集約し、
発達障害のある人やその家族、及び支援関係
者等に役立つ情報について、ホームページな
どを通じて発信している。
④　発達障害の早期支援
　平成23年度から、発達障害等に関して知識
を有する専門員が保育所等を巡回し、施設の
職員や親に対し、障害の早期発見・早期対応
のための助言などの支援を行う「巡回支援専
門員」の派遣に対し財政支援を行い、地域に

おける発達障害者に対する支援体制の充実を
図っている。

（５）各種障害への対応

ア　盲ろう者への対応
　盲ろう者とは、「視覚と聴覚に障害がある
者」であり、全盲ろう、盲難聴、弱視ろう、
弱視難聴の４つのタイプがある。社会福祉法
人全国盲ろう者協会の「盲ろう者に関する実
態調査（平成25年３月）」によると、盲ろう
者は、約１万4,000人と推計されている。
　盲ろう者は、その障害の程度や生育歴等に
より、コミュニケーション方法も触手話、指
文字、指点字、手書き文字など多様な方法が
あり、コミュニケーションの保障や情報入手、
移動の支援が重要である。
　平成25年度から、障害者総合支援法の地域
生活支援事業においては、盲ろう者の自立と
社会参加を図るため、コミュニケーションや

■図表６-13　発達障害者支援センター運営事業

資料：厚生労働省

厚生労働省

都道府県・指定都市

発達障害者支援センター
（67都道府県、政令市で設置）

（体制）
・管理責任者
・相談支援担当職員
・発達支援担当職員
・就労支援担当職員

発達障害児（者）・家族

関係機関
児童相談所、知的障害者更生相談所、福祉事務所、
保健所、精神保健福祉センター、
医療機関障害児（者）地域療育等支援事業実施施設、
児童発達支援センター、障害児入所施設、教育委員会、
学校、幼稚園、保育所、公共職業安定所、
地域障害者職業センター、
障害者就業・生活支援センター等

補助

直接実施又は委託（社会福祉法人等）
※医療法人、地方独立行政法人も可

連携
・調整会議や機関コンサルテーション
・発達障害者支援センター連絡協議会の開催
・障害者総合福祉法第８９条協議会への参加

支援

・相談支援（来所、訪問、電話等による相談）
・発達支援（個別支援計画の作成・実施等）
・就労支援（就労に向けての相談等）
　※対象：発達障害児（者）のみ

研修（関係機関、民間団体等への研修）

地域住民普及啓発（関係機関、民間団体等への研修）

16,203 
30,187 37,420 45,135 51,081 57,236 63,411 67,971 68,438 

H17 H18 H19 H25H24H23H22H21H20

相談支援・発達支援・就労支援全体の推移
実支援件数

発達障害者支援センター運営事業

障害者総合支援法第78条に規定される都
道府県地域生活支援事業のうち、「専門
性の高い相談支援事業」として実施

都道府県が別途配置する
「発達障害者地域支援マ
ネジャー」と緊密に連携
する
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移動の支援を行う「盲ろう者向け通訳・介助
員養成研修事業」及び「盲ろう者向け通訳・
介助員派遣事業」について、都道府県の必須
事業として実施している。
　平成27年度からは「盲ろう者向けパソコン
指導者養成研修事業」等を実施するなど、盲
ろう者に対するコミュニケーション支援等の
充実を図っている。
　また、コミュニケーション手段の確保、外
出のための移動支援など、社会参加を促進す
るためのサービス支援の人材確保や派遣事業
等を引き続き充実していくことが必要であ
り、国立障害者リハビリテーションセンター
において、盲ろう者向け通訳・介助員の養成
研修を行う指導者の研修を実施し、サービス
支援の人材育成を行っている。
　また、国立障害者リハビリテーションセン
ター等で作成した、生活訓練等マニュアルを
基に地域の施設において生活訓練等を実施し
ており、今後も継続して盲ろう者の地域にお
ける生活訓練のあり方について検討を行うこ
ととしている。

イ　強度行動障害への対応
　強度行動障害とは、周囲の不適切な対応や
環境の影響等により、激しいひどい自傷、強
い他害、著しいこだわりや器物破損、睡眠の
大きな乱れのほか、拒食、異食や、強迫的な
排尿排便の繰り返しなど、生命維持にも支障
を来すような行動上の問題があり、著しく支
援の困難なものをいい、行動障害の軽減を目
的として障害児入所施設等の指定施設におい
て適切な支援と環境の提供を行うために「強
度行動障害児特別支援加算」等による支援が
行われている。
　「強度行動障害児特別支援加算」は、児童
相談所、知的障害者更生相談所、福祉事務所
等の関係機関と連携を取りながら個別プログ
ラムに基づき３年以内を目処として実施され

ており、障害の軽減が図られた場合、施設内
の一般の居住棟や他施設への移行あるいは退
所する等によって終了する。
　さらに、強度行動障害のある人に対する支
援を適切に行う者を養成する「強度行動障害
支援者養成研修」を創設するとともに、平成
27年度障害福祉サービス等報酬改定において
強度行動障害支援者養成研修修了者を報酬上
評価すること等により、強度行動障害のある
人に対する支援の充実を図っている。

ウ　難病患者等への対応
　平成24年度までは、難病患者等の居宅にお
ける療養生活を支援するため、要介護の状況
にありながら「障害者自立支援法」等の施策
の対象とならない等の要件を満たす難病患者
等を対象として、市町村等を事業主体として、
難病患者等居宅生活支援事業を実施していた。
　また、平成25年４月から施行された「障害
者総合支援法」においては、障害者の定義に
難病患者等を追加して障害福祉サービス等の
対象とし、新たに対象となる難病患者等は、
身体障害者手帳の所持の有無にかかわらず、
必要に応じて障害程度区分（平成26年４月か
らは障害支援区分）の認定などの手続きを経
た上で、市区町村において必要と認められた
障害福祉サービス等（障害児にあっては、児
童福祉法に基づく障害児支援）が利用できる
こととなった。また、「障害者総合支援法」
における難病等の範囲については、当面の措
置として、難病患者等居宅生活支援事業の対
象となっていた130疾病を対象としていたが、
難病医療費助成の対象となる指定難病の検討
等を踏まえ、対象疾病の検討を行い、151疾
病に拡大した（平成27年１月１日施行）。今
後、さらに、指定難病の検討等を踏まえて、
平成27年夏を目処に約300疾病に拡大するこ
ととしている。
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